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大 阪 癌 研 究 会 の 足 跡
仲 田 　 昇*
１．はじめに
　大阪癌研究会は、その前身である「大阪癌治療研究会」が１９３５（昭和
１０）年に設置されてから歩みを開始して以来、２０１５（平成２７）年には創
立８０周年を迎えることになった。
　創設以来、癌の撲滅を図るために、癌に関する研究を奨励助成するなど、長年
にわたり癌に関する公益事業を粛々と展開してきたところである。
　これまで、企業や一般市民からの寄附金を主な財源として事業を行ってきたが、
近年の長引く経済不況の影響で、寄附金収入が低下の一途をたどるなど財政基盤
が脆弱化し、事業の安定した実施の継続が危惧される状況になってきたため、将
来の事業運営の在り方につき検討を余儀なくされることとなった。
　大阪癌研究会では、これまでの事業が社会に果たして来た役割の重要性に鑑み、
事業継続の方策について種々検討の結果、同様な事業を行っている他の公益法人
との吸収合併を行うことを選択し、２０１５（平成２７）年４月１日で大阪癌研
究会を発展的に解消することとなった。
　そこで、「大阪癌治療研究会」の発足に取り組まれた先覚や、事業実施に勤し
んでこられた先輩諸兄のご努力・ご労苦に敬意を表するとともに、これまで大阪
癌研究会に対し多大なご支援・ご協力をいただいた経済界や一般市民をはじめと
する関係各位に深甚なる感謝をこめて、大阪癌研究会が刻んできた歴史を振り返
ることは意義深いものと考え、大阪癌研究会の 80 年に及ぶ沿革（資料１）など、
その足跡を取り纏め永く記録にとどめることとした。
　　
２．「大阪癌治療研究会」の発足　
　明治の後半には、ヨーロッパを中心に “がん” に対する関心が高まり、がん研
究の国際協力の呼びかけが日本にも寄せられ、これに応じる形で東京に民間の学
術任意団体として「癌研究会」が発足した。１９０８（明治 41）年のことである。
　この研究会は、後に財団法人となり、１９３４（昭和 9）年にわが国初のがん
専門の研究所と病院を開設した。現在の「公益財団法人がん研究会」である。
　このような当時の趨勢に、後の大阪帝国大学第２代総長となる楠本長三郎は、
大阪にも将来的には癌研究所が必要であるとして、関西経済界の有志に相談し、
大阪癌治療研究会設立趣旨（資料２）のもとに、創設のための募金募集に着手し
たのが１９３３（昭和 8 ）年 12 月であった。同年 12 月 6 日の大阪朝日新聞夕
刊は次のとおり報道している。
＊公益財団法人大阪癌研究会事務局長
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　　　　　　　　大阪朝日新聞夕刊　昭和８年１２月6日（水）（二）
─ 46 ─
　その後、関係者の努力により寄附金が 61 万 2 千円に達したので、１９３５（昭
和１０）年８月２日に財団法人設立認可申請（資料３）を文部大臣に行い、同年
８月３１日に文部大臣から「財団法人大阪癌治療研究会」設立の許可があった（資
料４）。事務所は大阪市北区堂島浜通の大阪帝国大学内に置かれることとなり、
同年９月１６日に登記を完了した。
　「大阪癌治療研究会」の創設の経緯については、『大阪大学二十五年誌』、『大阪
大学五十年史（通史、部局史）』、『大阪大学医学伝習百年史』、（以上、大阪大学刊）
にそれぞれ記載があるが、『大阪大学歴代総長餘芳』（大阪大学出版会発行）の楠
本長三郎の項を担当した、大阪大学名誉教授梅溪昇による詳細な執筆があるので
以下に転載する。
微生物病研究所・財団法人大阪癌治療研究会の設立
　まず、最初に設立されたのは、昭和九年九月の微生物病研究所（大阪市北区堂
島西町）である。本研究所設立の動きは、大阪医科大学時代にあり、昭和二年九
月東京帝大伝染病研究所から谷口腆二が、細菌血清学長として招聘され、阪神の
地が海外よりの伝染病侵入の門戸で、その防疫の適否は国民生活に重大な関係が
あり、かつ関東大震災（一九二三年九月）に伝研が壊滅的打撃を受けたのに鑑み、
東京一ｶ所のみでは今後の天災地変に十分対応できないと大阪に伝研の必要を主
張したのに始まる。昭和四年（一九二九）学長の長三郎が、この谷口の主張に賛
同し、大阪府知事柴田善三郎と協議を重ね、大阪財界に研究所創設に協力を要請
した結果実現したものである。当時、竹尾結核研究所・山口厚生病院に関係深
い日紡社長菊池恭三・同重役田代重右衛門が斡旋して富豪の洋反商山口玄洞より
二〇万円の大阪府への寄附により、大阪府が本研究所を建設し、国に寄附する方
法がとられた。このとき、東京帝大の伝研と同じ呼称をさけ、本学では微生物病
研究所と称し、初代所長に古武弥四郎が就任し、癩・寄生虫・癌・結核等の研究
組織として着々と充実していった。またこのころ、東京では昭和八年（一九三三）
十一月、長与又郎（東京帝大医学部長・伝研所長）が財団法人癌研究所を組織し、
間もなく癌研究所・同附属康楽病院が開設されたのに呼応して、長三郎の発起で
昭和八年十二月、大阪の財界人七三人が大阪クラブに集まって大阪癌治療研究会
が組織され、やがてこの会は、昭和十年八月、寄附金が六一万円に達したので、
財団法人大阪癌治療研究会に発展、長三郎が初代理事長に就任した。この寄附金
のうちには、東洋紡社長庄司乙吉の周旋による、元東洋紡重役岡常夫氏養嗣子岡
惟生より四〇万円（ラジウム購入指定寄附金）があった。この四〇万円でチェッコ・
スロヴァキアからラジウム三グラムを買入れ、大阪によるラジウムによる癌治療
の端緒が開かれることになり、新聞にも大きく報道された（大阪朝日新聞、昭和
十年十月九日記事）。
出典：大阪大学歴代総長餘芳（２００４年３月、大阪大学出版会）
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　大阪癌治療研究会の初代理事長には、大阪帝国大学総長楠本長三郎が就任した。
発足当初の他の役員は、財界などから小倉正恒、坂田幹太、庄司乙吉、弘世助太
郎が理事に、八代則彦、佐々木駒之助、木間瀬策三が監事に、大阪帝国大学から
和田豊種、小澤修造、古武彌四郎が理事にそれぞれ就任した。
　大阪癌治療研究会寄附行為（資料５）には、目的が「本会ハ癌其ノ他ノ腫瘍ノ
病理治療及予防ニ関スル研究ヲ奨励シ其ノ撲滅ヲ図ルヲ以テ目的トス」とされ、
そのために「本会ハ癌其ノ他ノ腫瘍ノ研究ニ関スル大阪帝国大学ノ施設ヲ助成ス
ルノ外前条ノ目的ヲ達成スルニ必要ナル事業ヲ行ウ」と謳われている。
　先に転載した『大阪大学歴代総長餘芳』の記述にもあるように、岡惟生からの
指定寄附金４０万円で購入したラジウムは、微生物病研究所診療部において癌の
治療研究に使用されるとともに、ラドンとして治療用に供されることとなり、東
京の癌研究会と足並みをそろえて、大阪におけるラジウム治療の端緒が開かれる
こととなった。１９３５（昭和１０）年１０月９日の大阪朝日新聞及び大阪毎日
新聞の記事を参考に転載する（48 . 49 頁）。
　微生物病研究所事務長であった辻忠男の大阪癌治療研究会に関する記述によれ
ば、研究助成として戦前は平均１万円を毎年大阪帝国大学に援助して研究の進展
に寄与してきた。１９４１（昭和１６）年には微生物病研究所診療部甲子園病院
の増築寄附を行い、１９４５（昭和２０）年８月の空襲による甲子園病院全焼に
際しては、爆撃で破壊されていた医学部附属病院山口病棟の応急復旧費を寄附し、
微生物病研究所診療部病院としての開院に協力するなど、施設環境の充実にも貢
献してきた。
　楠本理事長が１９４６年１２月に逝去され、後任として教授布施信良が第２代
理事長に就任した。１９５２（昭和２７）年の微生物病研究所附属病院復旧新営
費の予算化が政府に認められたことに伴い、これに協力して３００万円を大学へ
寄附した。１９５４（昭和２９）年には日本生命保険相互会社からの４００万円
と鳥井信二郎からの２００万円を指定寄附として受け入れ、これをコバルト６０
大量照射設備の購入費及び放射室新設費として、微生物病研究所附属病院に寄附
している。その後も同附属病院の治療研究用機器に関する援助や大学研究者に対
する学術奨励の研究助成が続けられた。（『大阪大学医学伝習百年史―微生物病研
究所』：477 頁 -482 頁、1978. 大阪大学医学伝習百年史刊行会）
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大阪朝日新聞朝刊　昭和10年１0月9日（水）（五）
─ 49 ─
大阪毎日新聞朝刊　昭和10年１0月9日（水）
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３．「大阪癌研究会」への改組　
　財団法人大阪癌治療研究会は、１９３５（昭和１０）年の創設以来３０年間にわ
たり、癌の病理治療及び予防の研究を奨励し、大阪大学におけるこれらの研究助成
ならびに施設助成を行い、ラジウム治療やコバルト療法などの癌治療法の開発実施
に寄与してきた。しかし、癌に関する研究は、外科療法、化学療法、放射線療法な
どの治療面の研究のみでなく、生化学的、ウイルス的研究等、各分野からの研究に
よらねば到底癌の解明は期し得ないものと考えられるようになってきた。
　１９５５（昭和３０）年代前半の大阪には、「日本対癌協会大阪支部（朝日新
聞社協賛）」、「成人病予防協会（会長：大阪府知事）」、「大阪癌協会」、「財団法人
大阪癌治療研究会」の四つの団体が、いずれも癌を対象とした活動を行っていた。
その中で「大阪癌協会」は、大阪大学の癌研究を中心とした援助や癌知識の普
及等を目的として、５年間の期限で組織された任意団体で、団体としての満了期
限が１９６３（昭和３８）年９月に予定されている状況にあった。「大阪癌協会」
の代表は、財団法人大阪癌治療研究会の理事も務めていた元阪大総長（第５代）
の今村荒男であった。
　今村荒男は、「大阪癌治療研究会」の拡充強化に関することがかねてより検討
されてきたことに鑑み、癌の治療面のみにとどまらず、基礎的研究面からの解明
の必要性や癌団体の統合化などの観点から、１９６３年６月６日の大阪癌治療研
究会理事会において、「大阪癌治療研究会」と「大阪癌協会」とを発展的に統合
して、大阪大学を中心とする癌研究を進める新しい財団「大阪癌研究会」として
活動することを提案した。
　１９６３年９月５日開催の理事会及び評議員会において、理事長布施信良は今
村理事から提案のあった、新構想による「大阪癌研究会」への名称変更及び大阪
癌治療研究会寄附行為の改訂について諮り、これが承認されたので、同年１２月
２日付けで文部大臣に寄附行為の一部変更申請を行い、１９６４年１月２９日に
文部大臣の認可があった（資料６）。　
　主な変更内容は、「癌の病理治療、予防に関する研究を奨励する」という従来
の助成範囲を、より広く基礎的学術研究まで助成範囲に含めるため、「癌に関す
る学術研究を奨励助成し」と改訂するとともに、癌の撲滅を図るためには癌に関
する知識を一般に普及して、早期発見、早期治療の実があがるよう啓発する必要
があるので、その旨が目的に加えられたことである。次に「癌其の他の腫瘍の研
究に関する大阪大学の施設を助成するの外前条の目的を達成するに必要なる事業
を行う」とされていた事業内容を、助成事業の範囲を拡めるため、「大阪大学お
よび、これと共同研究を行う癌研究機関に対する研究費の援助」とし、「癌に関
する学術講演会の開催」や「癌に関する印刷物の刊行及び配布」が明記されたこ
とである（資料７）。
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　大阪癌研究会への再発足に伴い、大阪大学微生物病研究所教授の釜洞醇太郎（後
の阪大第９代総長）が第３代理事長に就任した。その再発足に際し、新たな役員
の連名で関係各方面に送付した挨拶状があり、名称変更の趣旨や経緯が記されて
いるので、以下に掲載する。
（大阪癌研究会再発足の挨拶状）
謹啓
盛夏の候愈々ご健勝のこととお喜び申し上げます。
財団法人大阪癌治療研究会については、特別の御高配を賜り、御蔭をもって、過
去三十年の間に、癌治療の研究は大いに促進されました。
しかしながら、癌の問題は人類の強敵として世界的な重要課題となり、治療面の
みの研究にとどまらず、各研究分野から癌解明の必要性が愈々高まりつつある現
在、今村荒男博士が理事長として癌の研究援助、癌知識の普及に寄与されました
「大阪癌協会」が発展的に解散され、その事業目的を本財団が引継ぎ、愈々強力
に癌の学術研究の進展を計り、本会初期の目的である癌の撲滅を達成しようと考
え今回新構想のもとに、財団法人大阪癌研究会と改称して再発足することになり
ました。
その掲げる理想は、発癌機序の根本的研究、古典癌病理学からの脱皮、を主目的
とし、常に人間の癌を直視しつつ、必要な動物実験を行うといふ態度を堅持する
ところにあります。従って以上の線に沿った大阪学派の研究助成を行うのが、本
会の趣旨であります。
大阪の地が、今や、その基礎となる、遺伝学、生化学、ウイルス学は何れも日本
の指導的立場にありますことは、心強い極みであります。これらの力を結集して、
新しい癌学を確立し、人類のために貢献したいと念願いたしております。
懐徳堂、適塾を育てた大阪人の叡智と理想は、今回の財団法人の意義を深く認識
して頂けると確信いたしております。
尚この際役員を改選して布施信良にかわり釜洞醇太郎が理事長に就任いたしまし
たので、何卒従来より一層の御高配御後援を賜りますよう御願い申し上げます。
敬　具
　　　　昭和三十九年 一 月　　日
　　　　　　　財団法人大阪癌研究会
　　　　　　　　理 事 長　　釜　洞　醇太郎（阪大微生物病研究所教授）
　　　　　　　　常任理事　　芝　　　　　茂（阪大微生物病研究所教授）
　　　　　　　　理　　事　　安　部　孝次郎（東洋紡績（株）会長）
　　　　　　　　　  〃  　　　今　村　荒　男（府立成人病センター所長）
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　　　　　　　　理　　事　　川　俣　順　一（阪大微生物病研究所教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　佐　治　敬　三（サントリー（株）社長）
　　　　　　　　　  〃  　　　千　田　信　行（府立成人病センター副所長）
　　　　　　　　　  〃  　　　弘　世　　　現（日本生命保険相互会社社長）
　　　　　　　　　  〃  　　　布　施　信　良（国立大阪病院名誉院長）
　　　　　　　　　  〃  　　　堀　田　庄　三（（株）住友銀行頭取）
　　　　　　　　　  〃  　　　三　浦　貴　士（阪大微生物病研究所助教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　山　村　雄　一（阪大医学部教授）
　　　　　　　　　  〃  　　　吉　田　常　雄（阪大医学部教授）
　　　　　　　　監　　事　　飯　島　幡　司（朝日放送（株）顧問）
　　　　　　　　　  〃  　　　堀　　　三津夫（阪大微生物病研究所教授）
４．大阪癌研究会の活動
　大阪大学では、施設の統合整備の必要性が高まってキャンパスの移転を
1962( 昭和 37) 年から検討していたが、1964 ( 昭和 39) 年に吹田地区への移転
を正式に決定していた。中之島地区にあった微生物病研究所（以下「微研」とい
う。）は、1961 年の第二室戸台風による被害や敷地の狭隘化などもあり、研究
環境の飛躍的発展を図るため、吹田キャンパスへの移転の第一陣として 1968 ( 昭
和 43) 年に現在地（吹田市山田丘）に移転を完了した。大阪癌研究会も大阪大学
の協力を得て、微研の移転完了後に微研内に事務所を移転し、大阪癌研究会寄附
行為に記載の事務所所在地を移転後のものに改正するとともに、登記の変更手続
きも行われた。
　発足当時より「ラジウム」を購入し、ラジウム治療やコバルト治療法等、癌治
療の解明に寄与してきたが、戦後になってからの「ラジオアイソトープ」の開発
の進展に伴い、「ラジウム」や「ラドンシード」の使用が漸減する傾向にあった。
大阪癌研究会でも 1965 ( 昭和 40) 年頃から「ラジウム」の譲渡を行うなどし、
ほどなくラジウム事業は終了することとなった。このことにより大阪癌研究会の
主たる事業は、研究助成と知識の普及活動としての学術講演会となっていった。
　大阪癌研究会発足後に企画された最初の事業が、学術講演会としての「大阪癌
セミナー」の開催であった。癌に関する基礎と臨床の研究で優れた評価を受けた
研究者を全国から招き、討議をつくす場として設定されたものである。第 1 回大
阪癌セミナーは 1965 ( 昭和 40 ) 年 5 月 12 日に開催され、1971 ( 昭和 46 ) 年
（注）挨拶状本文には役員の所属、職名の記載はないが、筆者が記録のため括弧書きを追記した。
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11 月 16 日の第 44 回まで、原則として毎月、大阪科学技術センターを会場とし
て開催された。しかし、経費面などの事情により毎月の開催が不可能となったた
め、1972 年、1973 年は春秋 2 回の開催となり、以後必要に応じての開催となった。
　
　次に企画された事業は、乳癌の集団検診事業である。阪大微研の吹田地区への
移転を契機に、微研附属病院外科及び放射線科の協力を得て、1968 ( 昭和 43) 
年 9 月 25 日から実施された。乳癌の集団検診は全国的にもまだ実施されていな
い状況にあったので、当時としては日本で初めての先駆的な事業として実施され
ることになった。
　癌の早期発見と早期治療がいかに重要であるかを一般市民に周知するために、
吹田市と箕面市で開始したもので、実施にあたっては両市をはじめ医師会、母子
会、婦人会などの協力があった。当時の状況については、中野陽典博士の寄稿「吹
田市、箕面市での乳癌の集団検診について」（『癌と人』第１号：10 頁 -13 頁 ,1973.
大阪癌研究会発行）に詳しい報告がある。
　その後、乳癌に加え子宮癌、胃癌、直腸癌などの集団検診も行い、検診場所も
大阪府下の各地で行うなど、1994（平成６）年 3 月まで継続して実施されてきた。
この検診事業については、実施経費の確保の必要性が高まってきたことなどから、
1985 ( 昭和 60) 年 4 月に診療所（巡回診療）開設許可申請を行い、その許可を
大阪府知事から得て、収益事業として行われてきた（資料８）。その後、微研病
院が医学部附属病院との統合により廃止されることとなったことや、癌の集団検
診の実施が各自治体、病院などでも普及してきたことから、1994 ( 平成 6) 年 3
月 31 日に診療所を廃止のうえ収益事業も終了し、癌の集団検診事業は終了する
こととなった（資料９）。　
　癌の集団検診で数例の癌の発見があり、早期治療につながるなどの大きな成果
が認められ、集団検診の重要性は高まってきたが、いかに多くの人に受検しても
らうかや、再検率向上の方策や周知方法はどのように充実していくかが、当時の
課題であった。また一方で、かねてから大阪癌研究会の趣旨に賛同し協力をいた
だいている賛助会員や、寄附金での支援をいただいている多くの方々に、大阪癌
研究会の活動内容などの状況をお知らせする必要性も求められていた。
　このような背景のもとで、癌に関する最新の研究内容や活動内容などを分かり
易くまとめた冊子を刊行することとなった。この冊子が『癌と人』で、大阪癌
研究会の年会誌として 1973 ( 昭和 48) 年５月１日に第１号が創刊されて以来、
2014（平成２６）年度の第４１号まで毎年刊行されてきており、８０周年特別
号の本号（第４２号）が最終となる。『癌と人』は、癌に関する知識の普及啓発
活動の一環として、全国の自治体や図書館、健康管理センター、医療機関などに
無償で配布のうえ、広く一般市民の閲覧に供することとし、癌に関する理解を深
めてもらうよう努めてきた。またインターネットの普及に伴い、閲覧の拡充・促
進を図るため、大阪大学附属図書館の協力を得て、2012 ( 平成２４) 年度から『癌
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と人』の電子版を大阪大学機関リポジトリーＯＵＫＡ（桜華）に掲載することと
し、今ではバックナンバーの全てが電子化され公開されている。
（癌と人：目次ページ　http://ir.library.osaka-u.ac.jp/web/OCRF/index.html　）
　公益事業の中心である研究助成事業については、これまで大阪大学やその共同
研究機関に対し実施されてきたが、1986 ( 昭和６１) 年７月３１日開催の理事会
で、より公正な助成をめざすため、助成対象を選衡するための委員会「一般学術
研究助成選衡委員会」の設置が承認された。委員長には大阪癌研究会の理事で、
元阪大総長（第１１代）であった山村雄一阪大名誉教授が就任した。これ以来、研
究助成事業は全国から優れた研究を公募する方式により、厳正な選考を経て行われ
ることとなり、この事業は「一般学術研究助成」という名称として定着していった。
　この一般学術研究助成事業は、助成金が１件につき５０万円で、初年度の
1986 ( 昭和６１) 年度は３名、1987 年度は７名、1988 年度以降は１０～１３
名（平均１２名）採択してきたが、2013 ( 平成２５) 年度及び 2014 年度は１件
につき１００万円に増額のうえ、各１０名ずつ採択し、これまで延べ３２７名に
対し、総額１億７，３５０万円を助成してきている。
　研究助成のもう一つの柱として、「癌臨床試験研究助成事業」がある。これは、
癌の予防、診断及び治療に関する研究の連絡、提携の促進を図り、癌医学の進歩
普及に貢献するために、「癌シンポジウム・講演会助成金」として申請のあった
もので適正なものに対し、企業等からの寄附金の中から必要な経費を助成するも
のであり、１９９７（平成９）年度から実施されている。この事業は、シンポジ
ウムや学術講演会の開催経費のみではなく、癌に関連する各種研究会での研究費
なども助成対象としてきており、「癌臨床試験研究助成選考委員会」の審査を経
たうえ助成を決定してきた。2014 ( 平成２6) 年度はこの事業の募集は停止した
が、2013 年度までに、延べ１９５件に総額１０億１，９５９万７千円を助成し
てきている。
　これまでに助成した研究の中には、ノーベル生理学・医学賞受賞の山中伸弥博
士の「iPS 細胞」研究の萌芽となる研究も含まれるなど、多くの優れた研究成果
が得られており、一般学術研究助成事業と癌臨床試験研究助成事業は、癌研究の
進展や癌の治療向上に大きく寄与してきたところである。
　なお、癌の研究助成については、大阪癌研究会寄附行為で「大阪大学及び、こ
れと共同研究を行う癌研究機関に対する研究費の援助」と規定されていたが、実
質上は大学をはじめとする全国の癌研究機関から公募して行ってきたため、実態
に沿うよう寄附行為を 1995 ( 平成７) 年９月６日に変更し、「癌に関する研究を
行なうものに対する研究費の援助」と改正している。
　大阪癌研究会として再発足となった 1964 ( 昭和３９) 年当時から今日までに取
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り組んだ活動を振り返り、その概要をまとめてきたが、冒頭にもふれたように、
これらの事業は企業や一般市民からの寄附金と基本財産の運用益を財源としてい
るため、財源の確保が常に重要な課題であった。
　寄附金はもとより基本財産の運用益も貴重な財源であるため、1987 ( 昭和 62) 
年度からこの財源を充実していくための検討がなされ、基本財産を増額するため
の募金活動が行われることとなった。
　関西経済団体連合会や大阪商工会議所など関西財界の支援を仰ぐとともに、
募金期間を延長するなどの活動の結果、多くの企業などからの協力が得られ、
1986 ( 昭和６１) 年度に５，０００万円であった基本財産は、1993 ( 平成５) 年
度には１億円となった。1990 ( 平成２) 年当時に依頼した「「大阪癌研究会癌征
圧基金」へのご協力のお願い」を参考までに掲載する（資料１０）。
　以上に記した公益事業の実施をはじめとする大阪癌研究会の運営は、それぞれ
の時代の理事会、評議員会での熱心な議論のもとに展開されてきたものである
が、とりわけ法人代表の重責にある歴代理事長の指導力や尽力に負うところが大
きかったことをここに記しておきたい。なお、歴代理事長は資料１１のとおりで
ある。
５．公益法人への移行と法人の吸収合併
　宗教や慈善、学術、技芸などの公益を目的とする事業を行う公益法人は、
1896 ( 明治２９) 年の民法の制定により制度がスタートし、平成年代に入ってか
ら１００年以上経過してきたものであるが、これまで抜本的な改革は行われて
おらず、時代の変化に対応した改革が叫ばれるようになってきた。2000 ( 平成
１２) 年に公益法人についての行政の関わりかたなどの検討が開始され、2003 
( 平成１５) 年６月２７日には「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」が
閣議決定された。この閣議決定を踏まえ、「公益法人制度改革に関する有識者会議」
で改革についての具体的な提案に関する報告書が、2004 年 11 月 19 日に取り纏
められたが、主な改革の方向は次の３点であった。
　①主務官庁制の廃止、事前規制から事後規制へ、団体自治の尊重
　②公益法人会計基準の見直し（企業会計の大幅導入）
　③非営利法人税制の見直し（寄附金優遇税制の拡充等）
　この改革の方向性に沿ったいわゆる「公益法人制度改革関連３法案（一般社団・
財団法人法、公益法人認定法、関係法律整備法）」が 2006 ( 平成 18) 年５月２６
日に成立（同年６月２日公布）し、2008 ( 平成２０) 年１２月１日から施行され
た。これに伴い、2008 年１１月３０日までの公益法人は「特例民法法人」とし
て扱われ、法律施行日から５年以内に新制度に移行する経過措置がとられること
となった。
　大阪癌研究会では 2009 ( 平成２１) 年２月２５日開催の理事会及び評議員会に
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おいて、新法による法人への移行について審議の結果、公益財団法人を目指して
2010( 平成２２) 年度に移行認定申請することを決定した。
　ここで、新制度における理事会と評議員会に関して２点ほどふれておきたい。
　第１点は、会議の決議に関することである。これまでは、代理出席や委任状
提出による議決権行使が可能であったが、新法では責任ある法人の運営を明確
とするため、これが認められなくなり、本人の出席が必要とされることとなった。
　特例民法法人であったときの大阪癌研究会では、理事会は理事１２名、監事２
名、評議員会は評議員３０名で組織していたが（資料１２）、会議日程の調整や
会議の定足数などを考慮した結果、新制度による公益法人の定款では、理事及び
評議員をそれぞれ３名以上８名以内とするよう規定し、新法人発足時は理事５名、
監事２名、評議員５名をそれぞれ選任することとした。
　第２点は、理事会と評議員会の役割が明確にされたことである。特に評議員会
は、従来の理事会の諮問機関的役割から、役員・評議員の選解任機関及び定款の
変更などの重要事項の決定機関という役割を担うようになり、理事会は業務執行
機関、評議員会は理事会の監督を行う最高の意思決定機関とされたことである。
　このように新しい制度では、評議員を理事会で選任することができないため、
最初の評議員を選任する第三者機関の設置が必要となり、これを規定した「最初
の評議員の選任に関する理事の定め」について、主務官庁の承認を得ることとさ
れた。
　これに伴い、移行認定申請の準備手続きのはじめとして、「財団法人大阪癌研
究会における最初の評議員の選任方法」について、理事会及び評議員会で承認を
得たうえ、その認可申請書を 2010 ( 平成 22) 年６月７日に文部科学大臣に提出
し、同年６月 21 日に文部科学大臣の認可があった（資料１３）。　
　認可のあった定めにより、2010 ( 平成２２) 年 7 月 30 日に「最初の評議員選
定委員会」が開催され、最初の評議員として太田潤（医療法人おおたクリニック
理事長）、加藤四郎（大阪大学名誉教授）、小塚隆弘（貝塚市立貝塚病院名誉総長）、
奈良髙（元協和発酵キリン（株）顧問）、米澤馨（（株）オプトジャパン顧問）の
５人が選定された。なお、米澤馨は公益法人への移行予定であった 2011 ( 平成
23) 年４月の直前に急逝したため、定款の附則に記載の評議員氏名には記載され
ていない。
　2010 ( 平成２２) 年１１月１日開催の理事会及び評議員会において、最初の理
事・監事の選任、定款その他の諸規程の制定、移行認定申請書などについて審議
がなされ、移行認定申請書の承認決議があったので、１１月１９日付けで内閣総
理大臣あてに申請書を提出した（資料１４）。
　この申請に対し、2011 ( 平成２３) 年３月１８日付けで内閣総理大臣からの認
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定書（資料１５）の交付があり、新法人としての登記手続きを経て、同年４月１
日に公益財団法人に移行した。新法人としての定款は資料１６のとおりである。
　なお、最初の理事には宇佐美通（大鵬薬品工業（株）代表取締役社長）、奥平
𠮷雄（帝国ホテルクリニック婦人科顧問）、清水當尚（元大日本製薬（株）相談役）、
田口鐵男（大阪大学名誉教授）、中村仁信（（医）友紘会彩都友紘会病院長）の５人が、
監事には小松健男（銀泉（株）特別顧問）、藤田昌英（大腸がん検診治療研究所長）
の２人が選任され、理事長には田口鐵男が就任することとなった。
　新法人としての事業は、旧財団法人時代から実施してきた癌の学術研究に関す
る研究助成事業と、癌に関する知識の普及啓発事業を継続して実施することで
あったが、かねてより、公益事業の実施に必要な財源の確保が重要な課題となっ
ていた。
　法人制度の改革で、法人の自主性が尊重されるようになり、法人の基本財産の
設定については、その有無を含め法人自らが判断することになったため、従来の
１億円であった基本財産を新法人では３００万円とし、残りの財源を癌学術研究
助成引当資金、癌知識の普及啓発活動引当資金などに充当することとし、当面の
公益事業実施に支障を生じないようにした。しかし、これは当面の方策であって
長期にわたる事業の継続実施や事業の拡充のためには、財政基盤の一層の強化を
図ることが不可欠であった。
　旧財団法人時代から、財源確保の方策は重要事項として継続して検討が行われ
てきたが、賛助会員の脱退による会費収入や寄附金の減少が年々顕著となってき
たため、2007 ( 平成１９) 年２月の理事会及び評議員会で「財団法人大阪癌研究
会活動中期計画」（資料１７）を策定し、2007 年度からの３カ年計画で１億円
の募金活動を行うことになった。しかし、３年間で目標を達成するに至らなかっ
たため、更に募金活動を 2010 ( 平成 22) 年度から 2012 年度までの３年間延長
することになった。なお、2010 年当時の募金趣意書を資料として参考に示す（資
料１８）。
　これまで再三にわたり、旧財団法人時代の賛助会員であった企業や個人をはじ
め、その他の企業など関係各方面に寄附依頼を行うなどの努力を重ねてきたが、
長引く経済不況の影響で十分な寄附金の確保ができず、数年来の赤字決算により
公益事業引当資金の取崩しを余儀なくされる状況が続いてきた。
　このような状況下にあって、将来にわたっての安定的な事業の継続が困難な見
通しとなってきたため、2013 ( 平成 25) 年２月２６日の理事会及び評議員会に
おいて、理事長田口鐵男が今後の事業運営について諮った結果、同様な事業を行っ
ている他の公益法人と統合する吸収合併に係る方策について検討を行うことが承
認された。この決議をうけた理事長田口鐵男は、かねてより自らが運営に参画し
てきた公益財団法人小林がん学術振興会に対し、吸収合併について相談し、大阪
癌研究会の事業の継続について、具体的な検討が開始されることになった。
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　小林がん学術振興会は、東京都千代田区を事務所として、2006 ( 平成 18) 年
９月に有限責任中間法人として設立され、2009 ( 平成 21) 年 11 月に公益財団法
人として認定されており、がん薬物療法に関する革新的研究や先駆的治療法に対
する研究助成、がん治療分野におけるめざましい社会貢献に対する表彰、最新が
ん薬物療法に関するシンポジウムの開催及び刊行物を通じた普及啓発活動に対す
る助成などの公益事業を精力的に実施している法人である。
　大阪癌研究会では、長い歴史のもとで積み重ねてきた事業実績を踏まえ、広く
癌の学術研究に対する助成が重要であるとの認識のもとに、大阪癌研究会の中核
的事業である「一般学術研究助成」を是非とも継続したいことを小林がん学術振
興会に申し入れ、小林がん学術振興会が主として実施しているがん薬物療法に関
する事業に加えて、新たな事業として「一般学術研究助成」事業を引き継いでも
らうよう要請した。
　その後、吸収合併の協議が整い、大阪癌研究会では 2014 ( 平成 26) 年４月
２２日開催の理事会で、小林がん学術振興会では５月１９日開催の理事会でそれ
ぞれ吸収合併の承認が得られたので、同年５月２３日に小林がん学術振興会と合
併契約書及び確認書（資料１９）を締結し、2015 ( 平成 27) 年４月１日に合併
することになった。
　この合併契約書は、双方の評議員会で承認を得ることが必要であるため、大阪
癌研究会では 2014 ( 平成 26) 年５月２７日開催の評議員会で、小林がん学術振
興会では６月１６日開催の評議員会でそれぞれ承認を得た後、大阪癌研究会は内
閣府に吸収合併の届出を行い（資料２０）、小林がん学術振興会は内閣府に合併
に伴う変更承認申請を行うことになった。
　吸収合併を承認した大阪癌研究会の最後の役員、評議員の氏名を参考までに資
料として掲載する（資料２１）。
　これにより、大阪癌研究会は 2015 ( 平成 27) 年４月１日をもって発展的に解
消することとなり、８０年に及ぶ歴史に幕を閉じることになった。
６．おわりに 
　筆者は、大阪大学をはじめ複数の国立大学等の機関での勤務を経たうえ、大阪
大学で定年退職を迎え、直後の 2010（平成 22）年 4 月から大阪癌研究会で勤
務してきた。
　大阪癌研究会に関与された釜洞醇太郎、山村雄一、熊谷信昭の各大阪大学総長
には、筆者が大阪大学本部事務局に在職中にお仕えしてきたこともあって、大阪
癌研究会を身近に感じ、誇りをもって業務に従事し、公益事業の遂行に邁進する
ことができた。
　事業を滞りなく遂行することができたのは、企業や市民の方々をはじめとする
関係各位のご支援とご協力の賜であることは言うまでもないが、大阪大学から
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様々な便宜を供与していただいたお陰であることも忘れてはならない。
　これまでの８０年にわたる大阪癌研究会の事業は、大阪大学からの協力がなけ
れば実施できなかったものであり、改めて大阪大学の関係各位、とりわけ歴代の
微研所長や微研事務（部）長をはじめとする微研教職員の皆様に心より感謝を申
し上げたい。
　このたびの合併で、筆者が大阪癌研究会の歴史を整理する巡り合わせになり、
輝かしい伝統を有する大阪癌研究会の歴史を取りまとめることの責任の重さに不
安もあったが、それと同時に、次代に記録を伝承しなければならないとの思いも
あり、恐れながら重責を顧みず、このたびの執筆をすることになった。
　執筆に際しては、可能な限り必要な資料を掲載し、史実に即した記述に努めた
つもりであるが、創設時の新聞報道記事が古いために読みづらい部分があるなど、
内容が十分でない点については何卒ご海容いただきたい。
　なお、大阪大学にゆかりのある創設時の資料など約 60 点の貴重な資料につい
ては、大阪大学アーカイブズに寄贈し、末永く保管されることになった。
　大阪癌研究会は合併により閉鎖されることとなるが、これまでに実施してきた
伝統ある一般学術研究助成事業は今後も継続して実施されることになっており、
大阪癌研究会の命脈は実質的には尽きることがない。
　今後、公益財団法人小林がん学術振興会において、癌に関する学術研究助成事
業をはじめとする様々な事業が更に推進されることによって、研究のめざましい
進展が図られ、近い将来、癌の制圧が実現することを心から祈念し筆を置くこと
としたい。
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1935( 昭和 10) 年  8 月 31 日 財団法人「大阪癌治療研究会」設立 ( 登記日：９月１６日 )
（大阪市北区堂島、大阪帝国大学内）
　 ・大阪帝大における癌治療研究の助成奨励
　 ・ラジウムによる癌治療事業の実施
1964( 昭和 39) 年  2 月 18 日 財団法人「大阪癌研究会」と改称 ( 大阪癌協会を吸収 )
　 ・大阪大学及び共同研究機関に対する癌治療、基礎
研究の助成奨励
　 ・癌に関する知識の普及
1965( 昭和 40) 年  5 月　
1968( 昭和 43) 年  9 月
1968( 昭和 43) 年 10 月
第１回大阪癌セミナーの開催
（昭和 46 年 11 月の第 44 回まで毎月開催、以後春秋
開催）
乳癌の集団検診の実施（平成５年度まで継続実施）
事務所を吹田市山田丘（阪大微研内）に移転
1970( 昭和 45) 年
1971( 昭和 46) 年
1973( 昭和 48) 年  5 月  1 日
1977( 昭和 52) 年
1978( 昭和 53) 年
子宮癌の集団検診の実施（平成５年度まで継続実施）
胃癌の集団検診の実施（平成５年度まで継続実施）
会誌『癌と人』第１号の創刊（年会誌として毎年発行）
直腸癌の集団検診の実施（平成５年度まで継続実施）
便潜血反応検査の集団検診の実施
（平成５年度まで継続実施）
1985( 昭和 60) 年  4 月 10 日
　　　　〃　　 年  4 月 12 日
1986( 昭和 61) 年
診療所開設許可申請（大阪府知事あて）
診療所（巡回診療）開設の許可・収益事業の開始
一般学術研究助成の開始（全国公募）
1994( 平成  6) 年  3 月 31 日
1997( 平成  9) 年　
診療所の廃止、収益事業の廃止
（自治体等での癌検診の実施普及と微研病院の閉院に
伴い、癌の集団検診事業を終了 )
癌シンポジウム・講演会等の奨励助成の開始
2010( 平成 22) 年 11 月 19 日
2011( 平成 23) 年  3 月 18 日
　　　　〃　　 年  4 月  1 日
2015( 平成 27) 年  4 月  1 日
公益財団法人移行認定申請書の提出（内閣総理大臣あて）
公益財団法人として内閣総理大臣から認定
公益財団法人「大阪癌研究会」として移行登記
公益財団法人「小林がん学術振興会」と合併
　（公益財団法人「大阪癌研究会」の閉鎖）
大阪癌研究会の沿革
( 資料１)
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（資料 2）　大阪癌治療研究会設立趣旨
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（資料 3）　財団法人大阪癌治療研究会設立許可申請
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（資料 4）　財団法人大阪癌治療研究会設立許可書
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（資料 5）　財団法人大阪癌治療研究会寄附行為
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（資料 6）　寄附行為変更認可書
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（資料 7）　発足時の大阪癌研究会寄附行為
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（資料 8）　診療所開設許可申請書
─ 73 ─
（資料 8）　診療所開設許可書
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（資料 9）　診療所廃止届
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（資料 10）　癌征圧基金募金依頼
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（資料 11）　歴代理事長
─ 77 ─
（資料 12）　特例民法法人の役員、評議員名簿
─ 78 ─
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（資料 13）　最初の評議員の選任に関する理事の定めの認可申請書
平成２２年　6 月 7 日
　　文部科学大臣　殿
大阪府吹田市山田丘 3 − 1
財団法人大阪癌研究会
理事長　田　口　鐵　男
最初の評議員の選任に関する理事の定めの認可申請書
　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第 92 条の
規定により、最初の評議員の選任に関する理事の定めについて認可を受けたいの
で、下記の通り申請します。
記
　　最初の評議員の選任に関する理事の定め・・・別紙のとおり
─ 80 ─
別紙
　　　　　財団法人大阪癌研究会における最初の評議員の選任方法
１　最初の評議員の選任は、当法人に評議員選定委員会を設置して、当該委員会にお
いて行う。
２　評議員選定委員会は、現行寄附行為上の評議員１名、監事１名、事務局員１名、
次項の定めに基づいて選任された外部委員２名の合計５名で構成する。
３　評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において
選任する。
　（１）この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含
む。）の業務を執行する者又は使用人
　（２）過去に前号に規定する者となったことがある者
　（３）（１）又は（２）に該当する者の配偶者、三親等内の親族、使用人（過去に使
用人となった者も含む。）
４　評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は現行寄附行為上の評議
員会がそれぞれ推薦することができる。評議員選定委員会の運営についての詳細は、
理事会において定める。
５　評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次に掲げる事項のほか、
当該候補者を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。
　（１）当該候補者の経歴
　（２）当該候補者を候補者とした理由
　（３）当該候補者と当該法人及び役員等（理事、監事及び現行寄附行為上の評議員）
との関係
　（４）当該候補者の兼業状況
６　評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。
ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成すること
を要する。
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（資料 13）　最初の評議員の選任に関する理事の定めの認可書
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（資料 14）　公益財団法人への移行認定申請書（抜粋）
─ 84 ─
【別紙 1：法人の基本情報及び組織について】
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別紙 1　2. 組織
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事業の一覧
─ 87 ─
公共目的事業について
─ 88 ─
公共目的事業について
─ 89 ─
公共目的事業について
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（資料 15）　公益財団法人の認定書
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（資料 16）　公益財団法人大阪癌研究会の定款
 定  款     
 
                                                       公益財団法人大阪癌研究会 
 
第 １ 章  総  則 
（名称） 
第１条 この法人は、公益財団法人大阪癌研究会と称する。 
 
（事務所） 
第２条 この法人は、主たる事務所を大阪府吹田市に置く。 
  
第 ２ 章 目 的 及 び 事 業 
（目的） 
第３条 この法人は、癌に関する学術研究を奨励助成し、癌を徹底的に解明してその撲滅を図 
るとともに、癌に関する知識を一般に普及することを目的とする。 
 
（事業） 
第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）癌に関する研究を行う者に対する研究助成 
（２）癌に関する知識の普及・啓発活動 
（３）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 
２ 前項の事業については、日本全国において行うものとする。 
 
第 ３ 章 資 産 及 び 会 計 
（基本財産） 
第５条 この法人の目的である事業を行うために不可欠な別表の財産は、この法人の基本財産
とする。 
２ 基本財産は、評議員会において別に定めるところにより、この法人の目的を達成するため 
に善良な管理者の注意をもって管理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとする 
とき及び基本財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要 
する。
 
（事業年度） 
第６条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日に終わる。 
 
（事業計画及び収支予算） 
第７条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類 
については、毎事業年度開始の日の前日までに理事長が作成し、理事会の決議を経て、評議 
員会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 
２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一 
般の閲覧に供するものとする。  
 
（事業報告及び決算） 
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第８条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類を作 
成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 
（１）事業報告 
（２）事業報告の附属明細書 
（３）貸借対照表 
（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 
（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 
（６）財産目録 
２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類については、 
定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類について 
は、承認を受けなければならない。 
３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供すると 
ともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 
（１）監査報告 
（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 
（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類
 （４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載
した書類 
 
（公益目的取得財産残額の算定）  
第９条 理事長は、認定法施行規則第 48 条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日 
における公益目的取得財産残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 
 
第 ４ 章 評   議   員 
（評議員） 
第 10 条 この法人に評議員３名以上８名以内を置く。 
 
（評議員の選任及び解任） 
第 11 条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人 
法」という。）第 179 条から第 195 条の規定に従い、評議員会において行う。 
２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 
（１） 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の
１を超えないものであること。 
  イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 
  ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 
  ハ 当該評議員の使用人 
  ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産に 
    よって生計を維持しているもの 
  ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 
  ヘ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にする 
   もの 
（２） 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が評
議員の総数の３分の１を超えないものであること。 
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  イ 理事 
  ロ 使用人 
  ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定め
         のあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 
   ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除
         く。）である者 
    ① 国の機関 
    ② 地方公共団体 
    ③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 
    ④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定す
る大学共同利用機関法人 
    ⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 
    ⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、 
     総務省設置法第４条第 15 号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特 
     別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をい
 う。） 
 
（任期） 
第 12 条 評議員の任期は、選任後６年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時
 評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 
２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員 
の任期の満了する時までとする。 
３ 評議員は、第 10 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任し 
た後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 
 
（評議員に対する報酬等） 
第 13 条 評議員に対して、各年度の総額が１００万円を超えない範囲で、評議員会において別
に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる。  
２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 
３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決議により別に定めるところによる。 
 
第 ５ 章 評 議 員 会 
（構成） 
第 14 条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 
 
（権限） 
第 15 条 評議員会は、次の事項について決議する。 
（１）理事及び監事の選任又は解任 
（２）理事及び監事の報酬等の額 
（３）評議員に対する報酬等の支給の基準 
（４）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 
（５）定款の変更 
（６）残余財産の処分 
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 （７）基本財産の処分又は除外の承認 
 （８）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 
 
（開催） 
第 16 条 評議員会は、定時評議員会として毎年度５月に１回開催するほか、必要がある場合に
開催する。 
 
（招集） 
第 17 条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招
集する。 
２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員会 
の招集を請求することができる。 
 
（議長） 
第 18 条 評議員会の議長は、当該評議員会において評議員の中から互選により選出する。 
 
（決議） 
第 19 条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半
 数が出席し、その過半数をもって行う。 
２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除 
く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 
 （１）監事の解任 
 （２）評議員に対する報酬等の支給の基準 
 （３）定款の変更 
 （４）基本財産の処分又は除外の承認 
 （５）その他法令で定められた事項 
３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わ 
なければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 21 条に定める定数を上回る場合に
は、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任
することとする。 
 
（議事録） 
第 20 条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 
２ 議長及び出席した評議員のうちから互選された評議員２名は、前項の議事録に記名押印す 
る。 
 
第 ６ 章  役      員 
（役員の設置） 
第 21 条 この法人に、次の役員を置く。 
（１）理事 ３名以上８名以内 
（２）監事 ２名以内 
２ 理事のうち１名を理事長、１名を常務理事とする。 
３ 前項の理事長をもって法人法上の代表理事とし、常務理事をもって同法第 91 条第１項第２ 
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号の業務執行理事とする。 
 
（役員の選任） 
第 22 条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 
２ 理事長及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
 
（親族関係者等の制限） 
第 23 条 この法人の理事のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係があ
る者の合計数が、理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 
２ この法人の監事には、この法人の理事（親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評
議員（親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びにこの法人の使用人が含まれてはなら
ない。また、各監事は、相互に親族その他特殊の関係があってはならない。  
３ この法人の評議員のうちには、理事のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある 
者の合計数、又は評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計数が、 
評議員総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはならない。また、評議員 
には、監事及びその親族その他特殊の関係がある者が含まれてはならない。 
 
（理事の職務及び権限） 
第 24 条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 
２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行 
し、常務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 
３ 理事長及び常務理事は、毎事業年度に４ケ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行 
の状況を理事会に報告しなければならない。 
 
（監事の職務及び権限） 
第 25 条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成す
る。 
２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産 
の状況の調査をすることができる。 
 
（役員の任期） 
第 26 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評
議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 
２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員 
会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 
３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 
４ 理事又は監事は、第 21 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により 
退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を 
有する。 
 
（役員の解任） 
第 27 条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任する
ことができる。 
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（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 
（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 
 
（役員に対する報酬等） 
第 28 条 役員に対して、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額
を報酬等として支給することができる。                                               
２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。              
３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会の決議により別に定めるところによる。
 
（役員の損害賠償責任の免除） 
第 29 条 この法人は、法人法第 198 条で準用する同法第 114 条第１項の規定により、理事又は 
監事が任務を怠ったことによる損害賠償責任を、法令に規定する額を限度として理事会の決 
議により免除することができる。 
 
第 ７ 章  理 事   会 
（構成） 
第 30 条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 
 
（権限） 
第 31 条 理事会は、次の職務を行う。 
（１）この法人の業務執行の決定 
（２）理事の職務の執行の監督 
（３）理事長及び常務理事の選定及び解職 
 
（招集） 
第 32 条 理事会は、理事長が招集する。 
２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 
 
（議長） 
第 33 条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 
 
（決議） 
第 34 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出
 席し、その過半数をもって行う。 
２ 前項の規定にかかわらず、法人法第 197 条において準用する同法第 96 条の要件を満たした 
ときは、理事会の決議があったものとみなす。 
３ この法人が保有する株式（出資）について、その株式（出資）に係る議決権を行使する場 
合には、あらかじめ理事会において理事総数（現在数）の３分の２以上の承認を要する。 
 
（議事録） 
第 35 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 
２ 出席した理事長と監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。 
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第 ８ 章  定款の変更及び解散 
（定款の変更） 
第 36 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 
２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第 11 条についても適用する。 
 
（解散） 
第 37 条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その他法
 令で定められた事由によって解散する。 
 
（公益認定の取消し等に伴う贈与） 
第 38 条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する場
合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）において、認定法第 30
条第２項に規定する公益目的取得財産残額があるときは、これに相当する額の財産を１ケ月
以内に、評議員会の決議により類似の事業を目的とする他の公益法人、国若しくは地方公共
団体又は同法第５条第 17 号に掲げる法人であって、租税特別措置法第 40 条第１項に規定す
る公益法人等に該当する法人に贈与するものとする。 
 
（残余財産の帰属） 
第 39 条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、国若 
しくは地方公共団体又は認定法第５条第 17 号に掲げる法人であって租税特別措置法第 40 条 
第１項に規定する公益法人等に該当する法人に贈与するものとする。 
 
第 ９ 章  事 務 局 
（事務局） 
第 40 条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 
２ 事務局には事務局長及び所要の職員を置く。 
３ 事務局長及び重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 
４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事長が理事会の決議により、別に定める。 
 
第 1 0 章 公 告 の 方 法 
（公告の方法） 
第 41 条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行う。 
 
第１１章  委 員   会 
（委員会） 
第 42 条 この法人の事業を推進するために、次の委員会を置く。 
（１）一般学術研究助成選考委員会 
（２）癌臨床試験研究助成選考委員会 
（３）その他理事会が必要と認めた委員会 
２ 前項の委員会の委員は、学識経験者のうちから理事会で選任し、理事長が委嘱する。 
３ 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところ 
による。 
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附 則 
 
１ この定款は、法人法及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に 
伴う関係法律の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）第 106 条第１項に定める公
益法人の設立の登記の日(平成２３年４月１日)から施行する。 
 
２ 法人法及び整備法第 106 条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の 
登記を行ったときは、第６条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日 
とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 
 
３ この法人の最初の理事及び監事は、次に掲げる者とする。 
 理事  宇佐美 通、奥平 雄、清水當尚、田口鐵男、中村仁信 
  監事  小松健男、藤田昌英 
 
４ この法人の最初の理事長は田口鐵男、常務理事は中村仁信とする。 
  
５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 
太田 潤、加藤四郎、小塚隆弘、奈良 ? 
   
 附 則
 この改正は、平成２３年５月２３日から施行する。
 
別表 基本財産（公益目的事業を行うために不可欠な特定の財産以外のもの）（第５条関係）
 
  財産種別    場所・物量等 
 
りそな銀行千里北支店 
定期預金 
 
金 ３００万円 
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（資料 17）　財団法人大阪癌研究会活動中期計画
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（資料 18）　募金趣意書
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（資料 19）　合併契約書及び確認書
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（資料 20）　合併等届出書
（資料２０）合併等届出書
平成２６年７月３１日
　　内閣総理大臣
　　　安倍　晋三　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公益財団法人大阪癌研究会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　田口　鐵男
合併等届出書
　公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２４条第１項に掲げる
行為を行いたいので、同項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記
１　行為を行う日　　平成２７年４月１日
２　行為の種類　　　ア
３　行為の内容　　　吸収合併
存続法人…公益財団法人小林がん学術振興会
　　　　　　　　　　　消滅法人…公益財団法人大阪癌研究会
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（資料 21）　最後の役員、評議員名簿
公益財団法人大阪癌研究会 役員・評議員名簿 
                  
                   （平成２６年 ４月 １日現在） 
役 名 氏 名   現        職  
理 事 長 田口 鐵男 大阪大学名誉教授  
常務理事 中村 仁信 （医）友紘会 彩都友紘会病院長 
理  事  奥平  雄 帝国ホテルクリニック婦人科顧問 
〃 清水 當尚 元大日本製薬（株）相談役 
〃 小林 将之 大鵬薬品工業（株）代表取締役社長 
   
監  事  小松 健男 銀泉（株）特別顧問 
〃 藤田 昌英 大腸がん検診治療研究所所長 
   
評 議 員  小塚 隆弘 市立貝塚病院名誉総長 
〃 奈良  ?  元協和発酵（株）顧問 
〃  ?見 元敞  森 之 宮 ク リ ニ ッ ク 所 長  
〃 奥平 正昭  元 大 阪 大 学 産 業 科 学 研 究 所 事 務 部 長  
     
